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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)は、販売員及び臨時従業員(パートタイマー、アルバイト)の平均雇用人

員であります。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自 平成16年 
  ３月21日 
至 平成16年 
  ９月20日 

自 平成17年
  ３月21日 
至 平成17年 
  ９月20日 

自 平成18年
  ３月21日 
至 平成18年 
  ９月20日 

自 平成16年 
  ３月21日 
至 平成17年 
  ３月20日 

自 平成17年
  ３月21日 
至 平成18年 
  ３月20日 

売上高 (千円) 5,361,529 6,821,443 7,008,348 11,023,905 14,438,675

経常利益 (千円) 324,874 405,805 53,661 453,763 626,591

中間(当期)純利益 (千円) 136,021 237,228 4,200 299,904 335,127

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 4,354,021 4,354,021 4,354,021 4,354,021 4,354,021

発行済株式総数 (千株) 27,670 27,670 27,670 27,670 27,670

純資産額 (千円) 9,928,936 10,464,785 10,536,057 10,206,259 10,852,861

総資産額 (千円) 15,121,547 17,145,289 17,148,322 14,673,893 16,766,810

１株当たり純資産額 (円) 397.50 406.15 400.62 400.82 412.28

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 5.47 9.27 0.15 11.36 12.20

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 5.40 9.09 0.15 11.18 11.90

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 5.00 6.00

自己資本比率 (％) 65.7 61.0 61.4 69.6 64.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 146,148 175,568 △418,205 29,368 748,191

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 31,146 △486,212 △105,725 140,643 △795,236

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △216,531 426,368 409,587 △372,329 310,101

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 1,698,308 1,650,953 1,683,943 1,535,229 1,798,285

従業員数 (名) 
323 
(510)

379
(643)

386
(744)

330 
(525)

376
(641)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

関係会社がないため、記載しておりません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月20日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員欄の(外書)は、販売員及び臨時従業員(パートタイマー、アルバイト)の当中間会計期間の平均雇用人員でありま

す。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 386(744) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間における日本の経済は、民需主導による景況感の改善を背景に、設備投資の増加に加えて雇用・

所得環境にも改善傾向がみられるなど、景気は持続的な回復基調を辿りました。 

当アパレル業界におきましては、景気回復にともなう消費者心理の好転に兆しがあるものの、春先から初夏にか

けての低温傾向や盛夏時期の多雨など天候不順の影響もあり、楽観視できない商況が続いております。 

このような状況の中で当社は、ラピーヌ製品をご愛用いただくお客様一人ひとりの満足度向上の企業姿勢を軸足

に、マーケットイン志向の新商品開発、店頭重視の機動的な営業活動ならびに消費者本位の販売支援サービスの充

実を図り、お得意先との取組み拡大に努めてまいりました。 

しかしながら、当中間会計期間の売上高は70億８百万円で前年同期に比べ2.7％増加いたしましたものの、パリの

伝統あるオートクチュールメゾン「ギ・ラロッシュ社」と提携し、新しい事業計画の一環として35歳を中心とする

団塊ジュニア世代に向けた新ブランドを来年秋に発売する準備としての先行投資やジョコンダ各ブランドの拡大の

ための人的投資など販売費・一般管理費の増加により、損益面におきましては、営業利益４千万円（前年同期比

89.6％減）、経常利益５千３百万円（前年同期比86.8％減）、中間純利益は４百万円（前年同期比98.2％減）とな

りました。 

なお、上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益は１千７百万円となり、仕入

債務が４億３千４百万円増加しましたが、棚卸資産の増加７億２千７百万円や法人税等の支払額１億７千３百万円

などにより、４億１千８百万円の支出（前年同期は１億７千５百万円の収入）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、百貨店売場設備など有形固定資産の取得９千３百万円などにより１億５

百万円の支出（前年同期は４億８千６百万円の支出）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長・短借入金の借入れ・返済による差引収入６億９百万円や配当金の支

払１億５千７百万円などにより４億９百万円の収入（前年同期は４億２千６百万円の収入）となりました。 

この結果、当中間会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ１億１千４百万円減少し、16

億８千３百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を取扱製品別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は製造原価であります。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社は原則として受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を取扱製品別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

  
  

区分 生産高(千円) 前年同期比(％) 

ジャケット 1,355,856 105.6 

ブラウス 1,536,370 100.8 

スカート、パンツ 845,244 101.4 

ドレス 187,875 122.8 

スーツ 490,427 105.1 

コート 69,020 85.1 

アクセサリー等 150,998 107.2 

合計 4,635,793 103.4 

区分 販売高(千円) 前年同期比(％) 

ジャケット 2,077,438 104.8 

ブラウス 2,400,064 106.0 

スカート、パンツ 1,295,229 103.4 

ドレス 292,543 113.4 

スーツ 614,112 77.9 

コート 85,523 138.4 

アクセサリー等 243,435 113.9 

合計 7,008,348 102.7 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱髙島屋 839,842 12.3 762,681 10.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 79,800,000

計 79,800,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月20日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月８日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 27,670,642 同左

東京証券取引所
(市場第二部) 
大阪証券取引所 
(市場第二部) 

― 

計 27,670,642 同左 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(ストックオプション)に関す

る事項は、次のとおりであります。 

① 平成14年６月18日定時株主総会決議 

  

(注) 発行日以降、以下の事由が発生した場合は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額(以

下、「行使価額」という。)をそれぞれ調整する。 

① 当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。 

② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  なお、上記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除し

た数とし、また自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとす

る。 

③ 当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

  

株主総会の特別決議日(平成14年６月18日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月20日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数 180個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 180,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 127円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日から
平成19年３月20日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  127円
資本組入額  64円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた
者(以下、「新株予約権者」
という。)は、当社の取締
役、監査役または従業員たる
地位を失った後も、当社と新
株予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に定
めるところにより権利を行使
することができる。ただし、
新株予約権者が死亡した時
は、当該権利は消滅する。 
 各新株予約権の一部行使は
できないこととする。 
 その他の条件については、
「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する時は、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 平成15年６月18日定時株主総会決議 

  

(注) 発行日以降、以下の事由が発生した場合は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額(以

下、「行使価額」という。)をそれぞれ調整する。 

① 当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。 

② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  なお、上記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除し

た数とし、また自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとす

る。 

③ 当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年６月18日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月20日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数 482個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 482,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 168円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から
平成20年３月20日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  168円
資本組入額  84円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた
者(以下、「新株予約権者」
という。)は、当社の取締
役、監査役または従業員たる
地位を失った後も、当社と新
株予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に定
めるところにより権利を行使
することができる。ただし、
新株予約権者が死亡した時
は、当該権利は消滅する。 
 各新株予約権の一部行使は
できないこととする。 
 その他の条件については、
「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する時は、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 平成16年６月18日定時株主総会決議 

  

(注) 発行日以降、以下の事由が発生した場合は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額(以

下、「行使価額」という。)をそれぞれ調整する。 

① 当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。 

② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  なお、上記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除し

た数とし、また自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとす

る。 

③ 当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

  

株主総会の特別決議日(平成16年６月18日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月20日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数 740個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 740,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 234円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日から
平成21年３月20日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  234円
資本組入額 117円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた
者(以下、「新株予約権者」
という。)は、当社の取締
役、監査役または従業員たる
地位を失った後も、当社と新
株予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に定
めるところにより権利を行使
することができる。ただし、
新株予約権者が死亡した時
は、当該権利は消滅する。 
 各新株予約権の一部行使は
できないこととする。 
 その他の条件については、
「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する時は、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月20日現在 

(注) 当社の自己株式(1,371千株、持株比率4.95％)は上記の表には含めておりません。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月20日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式412株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月20日現在 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年３月21日 
～ 

平成18年９月20日 
― 27,670 ― 4,354,021 ― 4,002,723

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

有限会社オクモト 兵庫県芦屋市松浜町12番６号 1,800 6.50

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,751 6.33

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,180 4.26

ラピーヌ社員持株会 大阪市北区天満一丁目５番７号 1,097 3.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,000 3.61

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナ
ショナル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・ス
タンレー証券株式会社 証券
管理本部 オペレーション部
門） 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON E14 
4QA ENGLAND 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 恵
比寿ガーデンプレイスタワー） 

977 3.53

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 805 2.90

ラピーヌ取引先持株会 大阪市北区天満一丁目５番７号 778 2.81

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 521 1.88

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 422 1.52

計 ― 10,333 37.34

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 1,371,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 25,888,000 25,888 ― 

単元未満株式 普通株式 411,642 ― ― 

発行済株式総数 27,670,642 ― ― 

総株主の議決権 ― 25,888 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 自己名義
所有株式数 

他人名義
所有株式数 

所有株式数
の合計 

発行済株式総数
に対する所有 



  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。なお、期間は暦日どおりであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

役職の異動 

  

(株) (株) (株) 株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ラピーヌ 

大阪市北区天満 
一丁目５番７号 

1,371,000 ― 1,371,000 4.95

計 ― 1,371,000 ― 1,371,000 4.95

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 346 327 295 288 260 250

最低(円) 311 275 240 216 227 218

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 
（東日本ジョコンダ営業統括部長兼第

四商品グループ管掌） 

取締役
（東日本ジョコンダ営業統括部長）

石垣公士 平成18年９月21日 

取締役 
（東京店長兼東京商品センター管掌）

取締役
（東京店長） 

高橋 嘉 平成18年９月21日 

取締役 
（商品計画部長東日本担当兼ラ・フェ
スタ事業部長兼第三商品グループ・東

京生産部管掌） 

取締役
（商品計画部長東日本担当兼ラ・フ
ェスタ事業部長兼商品統括部東京商

品部・生産部管掌） 

寺畠 修 平成18年９月21日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年３月21日から平成17年９月20日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年３月21日から平成18年９月20日まで)は改正後の中間財務諸表等規則(内閣府令第56号による改

正の早期適用を含む。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成17年３月21日から平成17年９月20日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただし書き

により、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年３月21日から平成17年９月20日まで)の

中間財務諸表については、中央青山監査法人による中間監査を受け、当中間会計期間(平成18年３月21日から平成18年

９月20日まで)の中間財務諸表については、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 

  

３ 監査人の交代について 

当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間会計期間 中央青山監査法人 

 当中間会計期間 監査法人トーマツ 

  

４ 中間連結財務諸表について 

子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   1,650,953   1,683,943 1,798,285   

２ 受取手形   78,759   62,377 70,045   

３ 売掛金   3,631,089   3,190,483 3,114,787   

４ 棚卸資産   3,349,214   3,652,902 2,924,906   

５ 繰延税金資産   173,181   183,145 186,235   

６ その他   192,565   183,145 125,656   

７ 貸倒引当金   △10,210   △9,720 △10,610   

流動資産合計    9,065,553 52.9 8,946,277 52.2   8,209,308 49.0

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産          

１ 建物 ※1 
※2 1,938,495   1,837,894 1,890,530   

２ 土地 ※2 3,341,243   3,341,243 3,341,243   

３ その他 ※1 
※2 205,033   214,425 234,434   

有形固定資産合計    5,484,771 32.0 5,393,563 31.4   5,466,208 32.6

(2) 無形固定資産    409,813 2.4 311,816 1.8   351,113 2.1

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券 ※2 1,433,479   1,646,176 1,885,324   

２ 差入保証金   562,663   551,809 552,078   

３ その他   348,439   409,212 462,209   

４ 貸倒引当金   △159,432   △110,532 △159,432   

投資その他の資産 
合計    2,185,150 12.7 2,496,666 14.6   2,740,180 16.3

固定資産合計    8,079,735 47.1 8,202,045 47.8   8,557,502 51.0

資産合計    17,145,289 100.0 17,148,322 100.0   16,766,810 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   1,893,840   1,648,739 1,214,381   

２ 短期借入金 ※2 1,659,800   2,124,800 1,635,800   

３ 一年以内償還予定 
  社債   90,000   90,000 90,000   

４ 未払法人税等   90,860   28,720 211,108   

５ 返品調整引当金   524,200   423,900 405,100   

６ 賞与引当金   21,042   ― ―   

７ その他 ※3 624,525   581,059 591,348   

流動負債合計    4,904,267 28.6 4,897,218 28.6   4,147,738 24.8

Ⅱ 固定負債          

１ 社債   1,110,000   1,020,000 1,065,000   

２ 長期借入金 ※2 449,200   444,400 323,800   

３ 退職給付引当金   106,120   103,674 131,282   

４ 預り保証金   2,808   3,808 2,808   

５ 繰延税金負債   108,108   143,164 243,319   

固定負債合計    1,776,236 10.4 1,715,046 10.0   1,766,210 10.5

負債合計    6,680,504 39.0 6,612,265 38.6   5,913,948 35.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    4,354,021 25.4 ― ―   4,354,021 26.0

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   4,002,723   ― 4,002,723   

２ その他資本剰余金   6,268   ― 18,378   

資本剰余金合計    4,008,991 23.4 ― ―   4,021,101 24.0

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   496,747   ― 496,747   

２ 任意積立金   500,000   ― 500,000   

３ 中間(当期) 
  未処分利益   994,016   ― 1,091,916   

利益剰余金合計    1,990,764 11.6 ― ―   2,088,663 12.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    363,602 2.1 ― ―   575,647 3.4

Ⅴ 自己株式    △252,595 △1.5 ― ―   △186,572 △1.1

資本合計    10,464,785 61.0 ― ―   10,852,861 64.7

負債及び資本合計    17,145,289 100.0 ― ―   16,766,810 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

(1) 資本金    ― ― 4,354,021 25.4   ― ―

(2) 資本剰余金          

１ 資本準備金   ―   4,002,723 ―   

２ その他資本剰余金   ―   21,324 ―   

資本剰余金合計    ― ― 4,024,047 23.4   ― ―

(3) 利益剰余金          

１ 利益準備金   ―   496,747 ―   

２ その他利益剰余金          

別途積立金   ―   500,000 ―   

繰越利益剰余金   ―   918,467 ―   

利益剰余金合計    ― ― 1,915,214 11.2   ― ―

(4) 自己株式    ― ― △186,881 △1.1   ― ―

株主資本合計    ― ― 10,106,402 58.9   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

  その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 429,654 2.5   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 429,654 2.5   ― ―

純資産合計    ― ― 10,536,057 61.4   ― ―

負債及び純資産合計    ― ― 17,148,322 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    6,821,443 100.0 7,008,348 100.0   14,438,675 100.0

Ⅱ 売上原価    3,870,964 56.7 3,971,534 56.7   8,332,899 57.7

売上総利益    2,950,478 43.3 3,036,813 43.3   6,105,776 42.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    2,557,839 37.5 2,995,915 42.7   5,489,488 38.0

営業利益    392,639 5.8 40,897 0.6   616,288 4.3

Ⅳ 営業外収益 ※1  37,756 0.5 39,193 0.6   60,845 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※2  24,591 0.4 26,430 0.4   50,542 0.4

経常利益    405,805 5.9 53,661 0.8   626,591 4.3

Ⅵ 特別利益 ※3  561 0.0 4,263 0.0   3,612 0.0

Ⅶ 特別損失 
※4 
※5  55,855 0.8 40,838 0.6   103,809 0.7

税引前中間(当期) 
純利益    350,511 5.1 17,086 0.2   526,395 3.6

法人税、住民税 
及び事業税   74,000   10,000 175,000   

法人税等調整額   39,283 113,283 1.6 2,886 12,886 0.1 16,267 191,267 1.3

中間(当期)純利益    237,228 3.5 4,200 0.1   335,127 2.3

前期繰越利益    756,788 ―   756,788 

中間(当期) 
未処分利益    994,016 ―   1,091,916 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日) 

  

  

  

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月20日残高(千円) 4,354,021 4,002,723 18,378 4,021,101 

中間会計期間中の変動額         

 自己株式の処分 ― ― 2,946 2,946 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― 2,946 2,946 

平成18年９月20日残高(千円) 4,354,021 4,002,723 21,324 4,024,047 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月20日残高(千円) 496,747 500,000 1,091,916 2,088,663 △186,572 10,277,214 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当 (注) ― ― △157,649 △157,649 ― △157,649 

 役員賞与の支給 (注) ― ― △20,000 △20,000 ― △20,000 

 中間純利益 ― ― 4,200 4,200 ― 4,200 

 自己株式の取得 ― ― ― ― △7,192 △7,192 

 自己株式の処分 ― ― ― ― 6,882 9,829 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― △173,448 △173,448 △309 △170,812 

平成18年９月20日残高(千円) 496,747 500,000 918,467 1,915,214 △186,881 10,106,402 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月20日残高(千円) 575,647 575,647 10,852,861 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当 (注) ― ― △157,649 

 役員賞与の支給 (注) ― ― △20,000 

 中間純利益 ― ― 4,200 

 自己株式の取得 ― ― △7,192 

 自己株式の処分 ― ― 9,829 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △145,992 △145,992 △145,992 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △145,992 △145,992 △316,804 

平成18年９月20日残高(千円) 429,654 429,654 10,536,057 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日)

当中間会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  350,511 17,086 526,395

２ 減価償却費  104,697 108,349 221,402

３ のれん償却費  23,000 41,000 82,000

４ 固定資産除売却損  12,644 12,546 19,295

５ 減損損失  ― 28,221 ―

６ 会員権評価損  500 ― 500

７ 貸倒引当金の増加額 
  (△減少額) 

 2,720 △890 3,120

８ 返品調整引当金の増加額  158,300 18,800 39,200

９ 賞与引当金の増加額  21,042 ― ―

10 退職給付引当金の増加額 
  (△減少額) 

 23,293 △27,608 48,455

11 受取利息及び受取配当金  △12,038 △12,262 △19,988

12 支払利息  16,811 21,792 38,370

13 固定資産売却益  ― △53 ―

14 会員権売却益   △561 ― △561

15 会員権売却損   1,408 ― 1,408

16 売上債権の増加額   △921,082 △68,027 △446,376

17 棚卸資産の増加額  △419,227 △727,995 △355,741

18 仕入債務の増加額  776,461 434,357 475,865

19 役員賞与の支払額  △15,000 △20,000 △15,000

20 未払消費税等の減少額  △11,875 △46,083 48,940

21 その他  90,472 △11,516 119,867

小計  202,077 △232,283 787,152

22 利息及び配当金の受取額  12,038 12,262 19,988

23 利息の支払額  △18,397 △24,738 △40,118

24 法人税等の支払額  △20,149 △173,445 △18,831

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 175,568 △418,205 748,191



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日)

当中間会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の払戻による収入  100,000 ― 100,000

２ 有形固定資産の 
  取得による支出 

 △171,956 △93,069 △230,469

３ 有形固定資産の 
  売却による収入 

 ― 1,393 ―

４ 無形固定資産の 
  取得による支出 

 △900 △1,771 △2,597

５ 投資有価証券の 
  取得による支出 

 △55,756 △6,865 △150,383

６ 会員権の取得による支出  △2,619 ― △8,119

７ 会員権の売却による収入  5,303 ― 5,303

８ 貸付金回収  116 90 206

９ 差入保証金の純減少額  738 269 14,504

10 営業譲受による支出  △360,000 ― △414,220

11 その他  △1,138 △5,771 △109,461

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △486,212 △105,725 △795,236

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増加額  100,000 500,000 100,000

２ 長期借入れによる収入  350,000 250,000 350,000

３ 長期借入金の 
  返済による支出 

 △111,000 △140,400 △260,400

４ 社債発行による収入  200,000 ― 200,000

５ 社債償還による支出  △25,000 △45,000 △70,000

６ 配当金の支払額  △127,129 △157,649 △127,129

７ 自己株式の取得による支出  △22,676 △7,192 △25,593

８ 自己株式の売却による収入   62,174 9,829 143,224

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 426,368 409,587 310,101

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額) 

 115,724 △114,342 263,056

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 1,535,229 1,798,285 1,535,229

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 1,650,953 1,683,943 1,798,285

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却

原価は、移動平均法によ

り算定) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基

づく時価法 

(評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却

原価は、移動平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法に基づく原価

法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方

法 

 (1) 製品及び仕掛品 

    総平均法に基づく原価法。

但し、季越製品の一部につい

ては、販売可能価額まで評価

換えを行っております。 

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方

法 

 (1) 製品及び仕掛品 

    総平均法に基づく原価法。

但し、季越製品の一部につい

ては、販売可能価額まで評価

換えを行っております。 

    当中間会計期間末の季越製

品に対する評価減の金額は

139,944千円であります。な

お、前中間会計期間末の季越

製品に対する評価減の金額は

103,838千円であります。 

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方

法 

 (1) 製品及び仕掛品 

    総平均法に基づく原価法。

但し、季越製品の一部につい

ては、販売可能価額まで評価

換えを行っております。(当

期評価損計上額231,710千円) 

 (2) 原材料(表生地) 

    移動平均法に基づく原価法 

 (2) 原材料(表生地) 

同左 

 (2) 原材料(表生地) 

同左 

 (3) 原材料(副素材) 

    先入先出法に基づく原価法 

 (3) 原材料(副素材) 

同左 

 (3) 原材料(副素材) 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法(但し、平成10年４

月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)につい

ては定額法)を採用しており

ます。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

    建物    ３～50年 

    器具備品  ４～６年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法(但し、平成10年４

月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)につい

ては定額法)を採用しており

ます。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

    建物    ３～50年 

    器具備品  ５～８年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法(但し、平成10年４

月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)につい

ては定額法)を採用しており

ます。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

    建物    ３～50年 

  器具備品  ４～６年 

 (2) 無形固定資産 

①営業権 

  ５年間の均等償却 

②ソフトウェア 

  社内における利用可能期

間(５年以内)に基づく定額

法 

③その他の無形固定資産 

  定額法 

 (2) 無形固定資産 

①のれん 

  ５年間の均等償却 

②ソフトウェア 

  同左 

  

  

③その他の無形固定資産 

  同左 

 (2) 無形固定資産 

①営業権 

  ５年間の均等償却 

②ソフトウェア 

  同左 

  

  

③その他の無形固定資産 

  同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

４ 繰延資産の処理方法 

   社債発行費は、全額を支出時

の費用として処理しておりま

す。 

４ 繰延資産の処理方法 

― 

４ 繰延資産の処理方法 

   社債発行費は、全額を支出時

の費用として処理しておりま

す。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    当中間会計期間末に保有す

る債権の貸倒れによる損失に

充てるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上

しております。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    当期末に保有する債権の貸

倒れによる損失に充てるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

 (2) 返品調整引当金 

    売上製品の返品による損失

に充てるため、過去の返品率

等を勘案した将来の返品によ

る損失予想額を計上しており

ます。 

 (2) 返品調整引当金 

同左 

 (2) 返品調整引当金 

同左 

 (3) 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充て

るため、将来の支給見込額に

基づき計上しております。 

 (3) 賞与引当金 

同左 

 (3) 賞与引当金 

― 

 (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に充てる

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

    会計基準変更時差異につい

ては、５年による按分額を費

用処理しております。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数

(５年)による定額法により処

理することとしております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数(５年)による定額法により

翌期から費用処理することと

しております。 

 (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に充てる

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数

(５年)による定額法により処

理することとしております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数(５年)による定額法により

翌期から費用処理することと

しております。 

 (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に充てる

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

    会計基準変更時差異につい

ては、５年による按分額を費

用処理しております。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数

(５年)による定額法により処

理することとしております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数(５年)による定額法により

翌期から費用処理することと

しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

６ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用

しております。 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段) 

   金利スワップ取引 

   (ヘッジ対象) 

   借入金の支払利息 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

 社内規程である「デリバテ

ィブ取引管理規程」に基づ

き、金利変動リスクをヘッジ

しております。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理を採用している

ため、有効性評価を省略して

おります。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び取

得日から３か月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっ

ております。 

８ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

９ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式を採用しております。 

９ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

同左 

９ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

― 固定資産の減損に係る会計基準 

  当中間会計期間より固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会  

平成14年８月９日)及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を適用しておりま

す。 

  これにより税引前中間純利益は

28,221千円減少しております。 

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

  

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

  当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員会  

平成17年12月９日  企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準委員

会  平成17年12月９日  企業会計

基準適用指針第８号)を適用して

おります。 

  従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、10,536,057千円で

あります。 

  なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

― 

前中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

― (中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間会計期間において「営業権償却費」として掲

記していたものは、当中間会計期間から「のれん償却

費」と表示しております。 



  

追加情報 

  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が18,100千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が、

18,100千円減少しております。 

―  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当期から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」(平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が38,000千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。 

前中間会計期間末 
(平成17年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月20日) 

前事業年度末 
(平成18年３月20日) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

4,587,427千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

4,728,378千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

4,669,352千円 

※2 担保資産 

建物 1,065,984千円

構築物 5,312 

土地 1,159,683 

投資有価証券 833,217 

  計 3,064,197 

※2 担保資産 

建物 1,000,757千円

構築物 4,791 

土地 1,159,683 

投資有価証券 930,042 

  計 3,095,273 

※2 担保資産 

建物 1,032,352千円

構築物 5,035 

土地 1,159,683 

投資有価証券 1,078,069 

  計 3,275,140 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,109,800千円

長期借入金 449,200 

  計 1,559,000 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,374,800千円

長期借入金 444,400 

  計 1,819,200 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,085,800千円

長期借入金 323,800 

  計 1,409,600 

※3 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び預り消費税

等は相殺のうえ、流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 

※3 消費税等の取扱い 

同左 

※3 消費税等の取扱い 

― 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

減価償却費 

有形固定資産 103,303千円

無形固定資産 24,393 

  計 127,697 

減価償却費 

有形固定資産 107,080千円

無形固定資産 42,268 

  計 149,349 

減価償却費 

有形固定資産 218,611千円

無形固定資産 84,791 

  計 303,402 

※1 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,233千円

有価証券利息 2,412 

受取配当金 8,392 

仕入割引 9,194 

※1 営業外収益の主要項目 

受取利息 572千円

有価証券利息 2,638 

受取配当金 9,051 

仕入割引 9,263 

※1 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,249千円

有価証券利息 3,162 

受取配当金 15,576 

仕入割引 16,346 

※2 営業外費用の主要項目 

支払利息 12,057千円

社債利息 4,754 

社債発行費 2,675 

※2 営業外費用の主要項目 

支払利息 17,264千円

社債利息 4,528 

    

※2 営業外費用の主要項目 

支払利息 28,993千円

社債利息 9,377 

社債発行費 2,675 

※3 特別利益の主要項目 

会員権売却益 561千円

※3 特別利益の主要項目 

貸倒引当金
戻入益 

4,210千円

※3 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

3,050千円

会員権売却益 561 

※4 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 
(建物等) 

12,644千円

退職給付会計 
基準変更時差異 

41,302 

※4 特別損失の主要項目 

固定資産除売却
損(器具備品等) 

12,546千円

減損損失 28,221

※4 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 
(器具備品等) 

19,295千円

退職給付会計 
基準変更時差異 

82,604 

※5      ― ※5 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

 当社は百貨店・直営店等の売場単

位を軸とした管理会計を行ってお

り、基本的に売場別にグルーピング

を決定しております。なお、賃貸用

資産や遊休資産については個別の物

件毎に、のれんについてはブランド

グループ毎にグルーピングしており

ます。 

 営業活動から生じる損益が継続し

てマイナスである事業用資産を回収

可能価額まで減額し、減損損失とし

て特別損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は、正味売却

価額により測定し、処分価額を零と

見積もって評価しております。 

場所 用途 種類
減損損失
(千円) 

大阪府他 
店舗・売
場用資産

建物 12,484

器具備品 15,466

その他 270

合計 28,221

※5      ― 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

 当中間会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

 １ 発行済株式に関する事項 

  
  

 ２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 26,784株 

 減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買増しによる減少 13,152株 

  新株予約権の権利行使による減少 38,000株 

  

 ３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

 ４ 配当に関する事項 

   配当金支払額 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(千株) 27,670 ― ― 27,670 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 1,395,780 26,784 51,152 1,371,412 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月16日 
定時株主総会 

普通株式 157,649 6.00 平成18年３月20日 平成18年６月19日 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

は、中間貸借対照表に掲記されてい

る現金及び預金勘定の金額と一致し

ております。 

  

同左 

  

現金及び現金同等物の期末残高は、

貸借対照表に掲記されている現金及

び預金勘定の金額と一致しておりま

す。 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間会計
期間末残
高相当額
(千円) 

有形固定資
産 
その他 

     

(機械装置) 70,318 41,947 28,370

(車両 
 運搬具) 12,716 7,645 5,071

(器具備品) 86,658 28,729 57,928

無形固定資
産      

(ソフト 
 ウェア) 4,938 1,316 3,621

合計 174,631 79,639 94,992

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間会計
期間末残
高相当額
(千円) 

有形固定資
産 
その他 

(機械装置) 59,499 41,416 18,082

(車両 
 運搬具) 8,870 3,496 5,374

(器具備品) 76,985 38,038 38,946

無形固定資
産 
(ソフト 
 ウェア) 4,938 2,304 2,633

合計 150,293 85,256 65,036

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産 
その他 

    

(機械装置) 70,318 47,091 23,226

(車両
 運搬具) 9,424 3,797 5,627

(器具備品) 78,515 30,566 47,949

無形固定資
産     

(ソフト
 ウェア) 4,938 1,810 3,127

合計 163,197 83,266 79,930

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間会計期間末残

高の有形固定資産の中間会計期

間末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」によ

り算出しております。 

  

  

同左 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高の有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

２ 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

１年以内 33,127千円

１年超 61,864 

 計 94,992 

２ 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

１年以内 26,850千円

１年超 38,186 

 計 65,036 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 31,427千円

１年超 48,503 

 計 79,930 

   なお、未経過リース料中間会

計期間末残高相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残高の

有形固定資産の中間会計期間末

残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により

算出しております。 

  

  

同左 

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算出

しております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 17,590千円

減価償却費 
相当額 

17,590 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 16,316千円

減価償却費
相当額 

16,316

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 35,124千円

減価償却費
相当額 

35,124 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  

同左 



(有価証券関係) 

(1) 時価のある有価証券 

  

(注)  減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度

下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

(2) 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注)  当中間会計期間において69千円減損処理を行っております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間において、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

該当事項はありません。 
  
  

区分 

前中間会計期間末 
(平成17年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月20日) 

前事業年度末 
(平成18年３月20日) 

取得原価 
(千円) 

中間貸借対 
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対
照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券         

 株式 635,868 1,256,729 620,860 737,361 1,469,942 732,581 730,495 1,718,774 988,278

 債券 125,000 116,850 △8,150 125,000 116,107 △8,892 125,000 105,397 △19,602

 その他 59,321 59,148 △173 59,321 59,444 122 59,321 60,401 1,079

 計 820,190 1,432,728 612,537 921,683 1,645,494 723,811 914,817 1,884,573 969,755

区分 

前中間会計期間末
(平成17年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月20日) 

前事業年度末 
(平成18年３月20日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 751 681 751 

 計 751 681 751 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たしてい

るため、特例処理を採用しており

ますので、注記の対象から除いて

おります。 

  

同左 

  

同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日) 

１株当たり純資産額 406.15円 １株当たり純資産額 400.62円 １株当たり純資産額 412.28円

１株当たり中間純利益 9.27円 １株当たり中間純利益 0.15円 １株当たり当期純利益 12.20円

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益 

9.09円
潜在株式調整後１株当た
り中間純利益 

0.15円
潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

11.90円

  
前中間会計期間末
(平成17年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月20日) 

前事業年度末 
(平成18年３月20日) 

中間貸借対照表の純資産の部の合計
額(千円) 

― 10,536,057 ― 

普通株式に係る純資産額(千円) ― 10,536,057 ― 

普通株式の発行済株式数(千株) ― 27,670 ― 

普通株式の自己株式数(千株) ― 1,371 ― 

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数(千株) 

― 26,299 ― 

  
前中間会計期間末
(平成17年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月20日) 

前事業年度末 
(平成18年３月20日) 

中間損益計算書上の中間(当期)純利
益(千円) 

237,228 4,200 335,127 

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円) 

237,228 4,200 315,127 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 20,000 

(うち利益処分による役員賞与金) 
(千円) 

(―) (―) (20,000)

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,569 26,288 25,828 

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に用いられた中間
(当期)純利益調整額(千円) 

― ― ― 

普通株式増加数(千株) 521 416 647 

(うち新株予約権)(千株) (521) (416) (647)

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要 

― ― ― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第58期) 

自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日 

  平成18年６月20日 
近畿財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書の 
訂正報告書 

平成18年６月20日に提出した有価証券
報告書の訂正報告書であります 

  平成18年６月22日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２日

株 式 会 社 ラ ピ ー ヌ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラピーヌの

平成１７年３月２１日から平成１８年３月２０日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１７年３月２１日から平成１７年９

月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ラピーヌの平成１７年９月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年３月２１日から平成１７

年９月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 宣 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 岡 順 一 

      



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ラピーヌの平成１８年３月２１日から平成１９年３月２０日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１８

年３月２１日から平成１８年９月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ラピーヌの平成１８年９月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８

年３月２１日から平成１８年９月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係

る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成18年12月７日

株 式 会 社 ラ ピ ー ヌ 

  取 締 役 会 御 中 

監査法人 ト ー マ ツ   

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  中  山  紀  昭  印 

指定社員
業務執行社員 

  公認会計士  和  田  稔  郎  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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